
 

 

  

県では、県内の農林漁業者と中小企業者等の連携による新商品開発や販路開拓等

の取組（以下「農商工連携による取組」という。）において、必要となる専門的な知

見を有する専門家を派遣します。 

   

【具体的な支援内容と専門家の例】 

・技術的な指導をしてほしい。 

 →研究者、実践者など 

・事業拡大のため、社内の衛生管理体制を整備したい。 

 →ＨＡＣＣＰ実務管理者など 

・販路拡大のための戦略を指導してほしい。 

 →販路開拓のコンサルタントなど 

 ・商品のパッケージデザインについて、指導を受けたい。 

  →商品パッケージについての経験豊富なデザイナーなど 

 

１．募集期間  随時（予算上限に達した場合は、募集を終了します。） 

 

２．応募資格 
  農商工連携による取組を行う次のいずれかに該当する事業者 

・県内に事業所を有する企業等（会社、個人） 

・県内の農林漁業者 

・県内の企業や農林漁業者を支援する団体等 

   

３．派遣回数  １事業者につき１～３回（事業者の要望や指導内容に応じて決定します。） 

 

４．派遣専門家 応募者の希望を勘案し、最適な専門家を選定します。 

 

５．費用    原則無料  

 

６．応募方法  所定の申込書に必要事項を記入のうえ、ＦＡＸ・メール等により、 

青森県地域産業課までお送りください。 

 

 

平成３０年度農商工連携成長産業化支援事業 

農商工連携による取組に対する専門家派遣制度 
～農林漁業者と中小企業者が連携した新商品開発や販路開拓等を支援します～ 

【お申込み・問い合わせ先】青森県地域産業課 地域資源活用推進グループ 

TEL：017-734-9375 FAX：017-734-8107 E-mail：chiikisangyo@pref.aomori.lg.jp 



 

 

 

 

 

 

 

 

   

・申込書に必要事項を記入し、提出してください。（申込書は  県

庁ホームページから取得できます。) 

県庁 HP 青森県 農商工 専門家派遣  

・応募は随時受け付けています。 

 (予算の上限に達した場合は、募集を終了します。)  

 

・県が審査を行い、応募者に対して、派遣の可否をお知らせしま

す。 

(審査の結果において派遣決定とならない場合がありますので、ご

了承ください。) 

・応募者の希望等を勘案して、最適な専門家を選定し、ご希望の日 

時に派遣します。 

・派遣に要する費用は無料ですが、指導・助言の内容によって県が 

規定する謝金及び旅費の範囲を超えて経費が発生する場合は、応 

募者に負担いただくことがあります。 

【専門家派遣利用フロー】 

●応募 

●書類審査 

●専門家の選定・派遣 

●利用報告 ・指導を終了後、その都度、県に利用報告書を提出してくださ 

い。 

●アドバイスを受けて、 
 課題解決・事業計画をブラッシュアップ 
  

             ⇒ 事業化・事業拡大へ！ 

検索 

●派遣の対象になるかお悩みの場合は、地域産業課地域資源活用推進グルー
プまでご相談ください。（TEL：017-734-9375） 



青森県 

 

 ポイント⑧ 経過措置期間 

品質事項（原材料名や原産地表示など） 

 

 

 

●衛生事項（アレルギー表示や賞味期限など）・保健事項（栄養成分表示など） 

 

食品表示法の相談窓口 

平成27年10月発行      青森県農林水産部食の安全・安心推進課 
             青森県青森市長島１丁目１－１ TEL 017-734-9351 FAX 017-734-8086 

     メールでの食品表示相談はこちらまで : sanzen110ban@pref.aomori.lg.jp 

青森県内の相談窓口 



【旧制度の表示例】 

名称   分離液状ドレッシング 
原材料名  しょうゆ、ぶどう糖果糖液糖、醸造酢、 
      食用植物油脂、香辛料、たん白加水分解

物、調味料（アミノ酸等）、レモン果
汁、増粘剤（ペクチン）、青じそ、香
料、（原材料の一部に大豆、小麦、りん
ごを含む） 

内容量  200ml 
賞味期限 27．2．1 
保存方法 直射日光を避け、常温で保存してくだ

さい。 
販売者  青森県庁株式会社 ＡＢ 
     青森県青森市長島１－１－１ 

【新制度の表示例】 

名称   分離液状ドレッシング 
原材料名 しょうゆ（小麦・大豆を含む）、ぶど 
     う糖果糖液糖、醸造酢、食用植物油脂

（大豆を含む）、香辛料、たん白加水
分解物、レモン果汁、青じそ 

添加物  調味料（アミノ酸等）、増粘剤（ペク 
     チン：りんご由来）、香料 
内容量  200ml 
賞味期限 27．2．1 
保存方法 直射日光を避け、常温で保存してくだ

さい。 
販売者  青森県庁株式会社 
     青森県青森市長島１－１－１ 

製造者  弘前合庁株式会社 
     青森県弘前市蔵主町４ 

変
更 

栄養成分表示 

１食（15ｇ）当たり 

熱量    41 kcal 
たんぱく質 0 ｇ 
脂質    3 ｇ 
炭水化物  2 ｇ 
食塩相当量 0.2 ｇ 

☑

☑

☑

ポイント② 原材料名の表示方法 ポイント① 原材料名と添加物の 
      表示方法 

☑

☑

☑

☑

☑

ポイント③ アレルゲンの表示方法 
       

ポイント④ 製造所固有記号の使用方法 

ポイント⑤ 栄養成分表示の義務化 

ポイント⑥ 栄養強調表示の方法 

☑
☑

☑ ㎠

☑

ポイント⑦ その他の表示ルール 



～食品事業者の皆様へ～

全ての加工食品に
原料原産地表示が必要になります

食品表示法に基づく食品表示基準が平成29年9月1日に改正
され、全ての加工食品（輸入品を除く）の重量割合上位１
位の原材料について原料原産地の表示が必要になります。

なお、平成29年9月1日から平成34年3月31日までが経過措置期間ですが、包材の発注等
に混乱が生じないよう、計画的に表示の切替え等を行ってください。

※原料原産地表示の具体的な表示方法や表示をする際のルールについては、
消費者庁の下記のページで確認して下さい。
http://www.caa.go.jp/policies/policy/food_labeling/quality/
country_of_origin/index.html

※原料原産地表示とは別に、平成27年4月1日より、全ての加工食品に栄養成分
表示が義務付けられたほか、アレルギー表示に係るルールが変更されました。
（経過措置期間は平成32年3月31日まで）
http://www.caa.go.jp/foods/index18.html



大括り表示

又は表示

又は表示

大括り表示＋又は表示

～～～表示方法のイメージ図～～～

【原則①】 国別重量順表示
重量割合上位１位の原材料が生鮮食品の場合は、
その産地を表示する。２か国以上の産地の原材料を
混合して使用する場合は、重量の割合の高い順に国
名を表示する。

【原則②】 製造地表示の国別重量順表示

重量割合上位１位の原材料が加工食品の場合は、
原則としてその製造地を表示する。

※ただし、重量割合上位１位の原材料に使われた
生鮮食品の産地がわかっている場合は、その産
地を表示することもできる。

・製造地表示の場合は、
（アメリカ製造又は国内製造）

・製造地表示の場合は、（外国製造）
・国産と混合がある場合は、（輸入、国産）（外国製造、国内製造）

・製造地表示の場合は、

（アメリカ製造又はカナダ製造又はデンマーク製造）

・製造地表示の場合は、（国内製造又は外国製造）

産地や製造地の切替えなどのたびに容器包装の変更
が生じると見込まれ国別重量順表示が困難な場合、以
下の例外により表示できる。

・３か国以上の場合

・輸入と国産の重量順
が表示不可能

【例外①】

選択可

【例外②】

【例外③】

【例外①】

・２か国の場合

表示方法は、「国別重量順表示」（対象となる原材料が加工食品である場合は、
「製造地表示の国別重量順表示」）を原則としつつ、これが困難な場合には、
「又は表示」や、「大括り表示」を行うことができます。

名 称 ウインナーソーセージ
原材料名 豚肉（アメリカ産、国産、その他）、豚脂肪、‥

名 称 チョコレートケーキ
原材料名 チョコレート（ベルギー製造）、小麦粉、‥

名 称 チョコレートケーキ
原材料名 チョコレート、小麦粉、‥
原料原産地名 ガーナ（カカオ豆）、インドネシア（カカオ豆）

※豚肉の産地は、平成〇年の使用実績順

名 称 ウインナーソーセージ
原材料名 豚肉（輸入）、豚脂肪、‥

名 称 ウインナーソーセージ
原材料名 豚肉（アメリカ産又は国産）、豚脂肪、‥

※豚肉の産地は、平成〇年の使用実績順

名 称 ウインナーソーセージ
原材料名 豚肉（アメリカ産又はカナダ産又はデンマー

ク産）、 豚脂肪、‥

※豚肉の産地は、平成〇年の使用実績順

名 称 ウインナーソーセージ
原材料名 豚肉（国産又は輸入）、豚脂肪、‥



【又は表示】

原産地として使用可能性がある複数国を、使用が見込まれる重量割合の高いものから順に
「又は」でつないで表示する方法です。一定期間における国別使用実績又は使用計画からみ
て、国別重量順表示が困難な場合で、以下の条件を満たす場合に限り表示できます。
・根拠書類の保管 ・過去の使用実績又は今後の使用計画に基づく表示である旨を付記

・過去の使用実績又は今後の使用計画における平均使用割合が５％未満の原産地は、原産
地の後ろに（５％未満）と表示

【大括り表示】

３以上の外国の原産地表示を「輸入」又は「外国製造」と括って表示する方法です。一定期
間における国別使用実績又は使用計画からみて、国別重量順表示が困難な場合には、「大
括り表示」を用いることができますが、根拠書類の保管が条件となります。

【製造地表示】

対象となる原材料が中間加工原材料である場合は、原則として、当該中間加工原材料の製
造地を表示します。

◆業務用生鮮食品、業務用加工食品について◆

最終製品において原料原産地名の表示の対象となる原材料に該当する業務用食
品については、業者間においても、原料原産地の情報を伝達する必要があります。

○業務用生鮮食品‥当該業務用生鮮食品の原産国名
○業務用加工食品

①「実質的な変更」に該当しない単なる切断、小分け等を行い消費者に販売され
るものは、当該業務用加工食品の重量割合上位１位の原材料の原産地名

②最終製品の加工又は製造の際に原材料の一つとして使用されるもので、最終
製品において、重量割合上位１位の原材料となるものは、当該業務用加工食
品の原産国名

【国別重量順表示】

使用している原産地を、重量の割合の高いものから順に表示します。また、重量順位が３位
以下の原産地は、「その他」と表示することもできます。

自社の製品がどの表示にあてはまるか、
イメージ図を参考にご検討をお願いします

【大括り表示＋又は表示】

国産を含む４カ国以上の産地を使用し、輸入と国産の重量順表示が困難な場合で、【又は
表示】と同様の条件を満たす場合に限り表示できます。



【原料原産地表示に関するお問い合せ先】

○最寄りの各都道府県（保健所含む）は、以下のページで確認頂けます。
http://www.caa.go.jp/foods/toiawase2.html

消費者庁

農林水産省

○地方農政局・沖縄総合事務局・（独）農林水産消費安全技術センター

食品表示企画課（相談の受付） ☎03-3507-8800（代）
表示対策課（被疑情報の受付） ☎03-3507-8800（代）

消費・安全局消費者行政・食育課 ☎03-3502-7804

原料原産地表示に関する疑問点、ご相談のほか、違反が疑われる情報も受け付けます。
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